
 
 

京都市避難行動要支援者名簿の更なる活用に対する市民意見 
の募集の結果について 

 
１ 募集期間 

  令和３年８月３０日（月）から９月３０日（木）まで 
 
２ 周知方法 

  各区役所・支所，市役所案内所，情報公開コーナー，市民防災センター，各市

立図書館等で配布。また，ホームページにも掲載。 
 
３ 意見提出方法 

  郵送，ＦＡＸ，電子メール，京都市ホームページの意見募集フォームなど。 
 

４ 意見募集結果 

意見者数：１４６人 
意見総数：２９４件 

 
⑴ 年齢別（人数） 

～19 歳 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 70 歳～ 不明 合計 

１ 1 12 16 29 25 48 14 146 

1% 1% 8% 11% 20% 17% 33% 9% 100% 

 
⑵ 居住地等区分別（人数） 

京都市在住 京都市内に通勤通学 その他 合計 

127 １0 9 １４６ 

８7％ 7％ 6％ １００％ 

 
    ⑶御意見の概要 
   肯定的な御意見の方が１０５人，否定的な御意見の方が１８人であった。 
   肯定的な御意見のうち，今回の「避難行動要支援者名簿」の更なる活用の主 
  旨には賛成しつつ，地域や名簿提供先の負担に配慮すべき，具体的な活用方法 
  を示すべきとの意見３７人，個人情報の取扱いに留意すべきとの意見３２人， 
  名簿登載者本人への意思確認や制度説明を十分にすべきとの意見９人，その 
  他，災害発生時の避難支援等に関する意見が８人であった。 
   ※ 主な御意見と京都市の考え方については，別紙のとおり。 
 
 



〇 御意見の概要（意見者数：人） 

意見種別とその内容 意見者数 

肯定的御意見 １０５ 

 地域・名簿提供先の負担に配慮すべき・具体的な活用方法を示す

べき 

（３７） 

個人情報の取扱いに留意すべき （３２） 

方針に賛同する （１９） 

名簿登載者本人への意思確認や制度説明を十分にすべき （９） 

その他（名簿対象登載者の対象拡大の希望等） （８） 

否定的御意見 １８ 

 方針に賛同しない （２） 

地域・名簿提供先の負担が重すぎる （８） 

個人情報の管理に懸念がある （６） 

その他（名簿掲載項目が多すぎる等） （２） 

その他 ２３ 

 地域の実情を述べるもの （１３） 

その他 （１０） 

合計 １４６ 

 

＜参考＞項目別（意見数：件） 

項目 意見数 

１ 背景 ５７ 

２ 方向性 ６８ 

  （１）避難行動要支援者名簿の登載者 (２０) 

（２）避難行動要支援者名簿の提供先 (２７) 

その他 (２１) 

３ 新たに制定を予定している条例の内容（案） ９４ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（１）目的 (２２) 

（２）定義 (４) 

（３）避難行動要支援者名簿の作成 (５) 

（４）避難行動要支援者名簿情報の提供  (７) 

（５）活用等 (１２) 

（６）名簿情報の取扱いに関する協定  (４) 

（７）名簿情報の漏えい防止のための措置 (１０) 

（８）利用及び提供の制限  (３) 

（９）守秘義務  (４) 

その他 (２３) 

４ その他 ７５ 

合計 ２９４ 
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主な御意見と京都市の考え方 

 「１ 背景」について 

意見の要旨 京都市の考え方 
 「避難行動要支援者名簿」の存在が

浸透していないと思う。名簿の存在と

その意義を啓発・浸透させる事が必要

だと思う。 
  

御意見のとおり，まずは，避難行動

要支援者名簿（以下，「名簿」とい

う。）の存在とその意義を啓発・浸透

させることが重要であり，今回の条例

化によって，名簿情報を提供して終わ

ることなく，地域の状況に応じた活用

に繋げていただくためにも，名簿を提

供する団体の声をお聴きし，活動の活

性化のための手立てをしっかりと講じ

てまいります。 
平常時から地域団体により見守り活

動が実施されていることは，いざとい

う時に役に立つと思う。 

 一人でも多くの方の情報を平常時か

ら地域で共有し，見守り活動の一層の

充実を図るとともに，災害時の地域に

よる円滑かつ迅速な避難支援に繋げて

まいります。 
近年，災害等が多発する中，避難行

動要支援者でなくても避難できない方

が増えているため，様々な方々が尽力

しているのは理解しているが，同意者

数が２０％という数字は非常に低く感

じる。 

 同意取得は，戸別訪問による同意取

得活動そのものが日頃の見守りに繋が

るものであることから，地域包括支援

センターの職員等が民生委員等の協力

を得ながら同意を得る手法や障害者地

域生活支援センターで障害区分認定調

査の実施に併せて取得いただく方法を

とっております。現在，年間３００件

程度の同意取得はあるものの，施設入

所者や死亡もあることから同意率は約

２０％程度で推移している状況です。 
 一方で，「災害時の避難支援は必要

だが，平常時の見守り活動は不要」

「既にサービス事業者等から，日常の

福祉サービスの提供を受けており，更

なる平常時の見守り活動は不要」との

意見もあると聞いており，本人の意思

を尊重しつつ，一人でも多くの方の災

害時の避難支援に繋げるためには，平

常時からより多くの方の情報を地域で

共有する必要があると考えています。 

「避難支援等関係者への個人情報の

提供について同意された方の割合は約

２０％程度で推移…」とあるが，どの

ような手法で行った結果その結果なの

か，目標をどのように設定したのかな

ど，避難行動要支援者の把握だけでな

く，本市の対応の分析ができていない

のではないかと感じる。 

別紙 
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 避難行動要支援者に該当する方が，

制度（避難行動要支援者名簿の存在や

活用方法）の存在を知らないことが，

同意率が低い原因の１つではないか。

対象者及びその家族が，制度を理解す

るための啓発強化が必要である。 

 御意見のとおり，実際の災害発生時

に，名簿を活用し，迅速な避難支援に

繋げるためには，平常時から，一人で

も多くの方の情報を地域で共有いただ

くことが必要だと考えており，より多

くの方に積極的に同意いただけるよ

う，分かりやすい周知に努めてまいり

ます。 
 ※ この他，個々の地域での活動実態に係る御意見をいただいた。 
 
 「２ 方向性」について 

意見の要旨 京都市の考え方 
 同意します。  令和４年度以降，新たな条例に基

づく名簿が提供できるよう，引き続

き，取組を進めてまいります。 
 案のままでよいと思います。 
 早期に実現してほしい。 
 よい方向性だと思う。 
 災害時に自力で避難できない方の情

報を地域で事前に把握しておくことは

大変重要であり，条例制定の趣旨に賛

同する。 
 新たな条例制定により，「同意を拒否

した人以外は，避難行動要支援者名簿

の情報が関係者に提供される」という

仕組みが構築されることは，迅速な災

害時支援の第一歩となる取り組みであ

り，高く評価したい。 
 避難行動において，要支援者の把握

は必須であり，迅速・安全に避難を行

うためにも「要支援者名簿」は必要で

ある。近年「個人情報」の問題が取り

沙汰されているが，「使い方次第」であ

り，取扱いに十分注意すれば問題ない

と考える。 

 災害対策基本法では，平常時から

の名簿情報の提供については，原

則，避難行動要支援者本人の同意が

必要とされていますが，当該市町村

の条例に特別の定めがある場合に

は，本人の同意は要しないとされて

おります。 
 今回の条例では，御本人のプライ

バシーに配慮するために，個人情報

の提供に係る意思確認を行い，「提供

の拒否の申出」があった方を除き，

一人でも多くの方の情報を平常時か
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ら地域で共有し，見守り活動の一層

の充実を図るとともに，災害時の地

域による円滑かつ迅速な避難支援に

繋げていくことを目的としており，

名簿情報の取扱いについて，名簿提

供団体等に周知徹底を図ってまいり

ます。 
 方向性については異論はないが，日

頃の見守り活動を強化するためには，

同意要件の見直しだけでは根本的な解

決にはいたらない。地域が名簿を活用

するためのハードルがどこにあるのか

を見極めたうえで，そのニーズに応え

る柔軟な対応が求められる。 

 頂いた御意見を参考に，名簿を活

用する団体の声をお聴きし，平常時

からの見守り活動の活性化のための

手立てをしっかりと講じてまいりま

す。 

 地域が顔の見える関係づくりを進め

ていくために，京都市がどのような支

援策を行うのかが知りたい。名簿を地

域に渡したらあとは勝手に活用して望

まれる成果をあげてくださいとはなら

ないでほしい。 
 自主防災会をはじめ各種団体とも，

地域で地域を守る，地域で助け合うこ

とを基本理念としている中，避難行動

の支援に関して，行政が作成する当該

名簿制度を中心に据える考え方ではな

く，地域での助け合いが基本であり，

それを補うための制度であることをも

う少し前面に打ち出した方が良いと感

じる。 
 名簿登載をいつでも拒否できるよう

にしておく必要がある。また，名簿の

更新は，年に数回だと思うので，更新

までの間でも拒否の意思を示された方

には対応できるようにしておかないと

トラブルのもとになる。 

 意思確認により，「同意」の意思を

示された方，「同意が得られた」（み

なし同意）とした方についても，後

日（意思確認期間経過後），「拒否の

意思」を示すことは可能であり，そ

の場合には，平常時から提供する名

簿には登載しないことといたしま

す。この他，名簿登載者の「同意」

「拒否」等の意思表示について，随

時反映できるよう検討を進めてまい
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ります。 
 災害・土砂災害が増えており，地域

密着型で自助・共助を行う必要があ

る。方向性には賛同する。ただし，自

助・共助に丸投げするのではなく，公

助についても予算や人員を強化する必

要がある。 

 災害発生時は，自助を基本としつ

つ，これが難しい場合，地域の中で

助け合う共助が必要となると考えて

います。公助としての行政の支援に

ついては，地域の活動支援や災害発

生時にどのような行動をするか誘導

することや災害対策意識を高めるこ

とが重要であると考えており，保健

福祉局だけでなく，関係各局と連携

しながら地域の方にも十分理解いた

だけるように進めてまいります。 
 同意をされた方の割合が低いからと

いって「提供の拒否の申出」がなけれ

ば掲載するというのは，いかがなもの

か。対象者には，名簿に載ることを分

かりやすく伝えることを徹底してほし

い。 

 実際の災害発生時時に，名簿を活

用し，一人でも多くの方の迅速な避

難支援に繋げるためには，平常時か

ら，より多くの方の情報を地域で共

有いただく必要があると考えていま

す。一方で，本人のプライバシーは

最大限尊重すべきものであると認識

しており，対象者全員に制度の趣旨

説明と同意又は拒否の意思を確認す

る文書を送付し，回答を求めるほ

か，市民しんぶん等も活用しなが

ら，積極的な分かりやすい周知に努

めてまいります。 
京都市から名簿提供の同意を確認し

ていただくことになるが，何の通知か

理解できない方も多くいるので，分か

りやすい内容とすべき。 

 同意又は拒否の意思確認について

は，制度開始時に，対象者全員に対

し，制度の趣旨説明と同意又は非同

意を確認する文書を郵送し，意思確

認を行うことを検討しております。

一定期間（１箇月程度）を経ても返

信のない方は「同意が得られた」（み

なし同意）として，名簿情報を地域

に提供していくことといたします。 
 また，文書の送付に合わせて，「市

民しんぶん」や本市ホームページ等

での周知や，地域包括支援センター

等の関係団体にも意思確認を行うこ

とをお知らせし，分かりやすい広報

提供拒否の申し出があった場合のみ

要支援者名簿から外すとあるが，今回

の趣旨を理解しその判断を行うために

は文書の送付だけでなく詳細の説明

（普段から地域にその情報が共有され

る等）が必要と思う。 
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に努めてまいります。 
（１）避難行動要支援者名簿の登載者について 

登載される範囲の人が限られてい

る。認知症の人などは要介護認定も受

けてないし，障碍者にもなっていない

人が多い。この条件に合わないけれど

ぜひ登載しておいてほしい。そういう

人が他にもあると思われるので，希望

者は，本人だけでなく家族などの申告

で，できるだけ多く登載してほしい。 

 現行の名簿は一定の要件に該当す

る方を名簿登載者としています。新

たな条例に基づく名簿においては，

個別のケースで当事者からの強い希

望がある場合は，「その他市長が認め

るもの」として登載することも検討

してまいります。 

避難行動要支援者名簿の登載者に

「単身世帯に属する６５歳以上の方

（同意のあった方）」「その他市長が必

要と認める方」が新たに追加されると

ある。この２つを追加するなら，「精神

障害者保健福祉手帳取得者（精神障害

者）」を追加すべきである。 

 精神障害者手帳の交付を受けてい

る方については，避難支援が必要な

ＡＤＬ（日常生活動作）であれば，

「障害支援区分４以上」に含まれて

いると考えられます。新たな条例に

基づく名簿においては，個別のケー

スで当事者からの強い希望がある場

合は，「その他市長が認めるもの」と

して登載することも検討してまいり

ます。 
（２）避難行動要支援者名簿の提供先について 

避難行動要支援者名簿の提供先とし

て，「地域で避難行動等において中心的

な役割を担う団体」が追加されたが，

個人のセンシティブな情報を提供する

割には，抽象的な書き方ではないか。

具体的にどの団体に提供するかは大事

なことなので，提供先を限定列挙した

方がよい。 

 新たな名簿の提供先となる「地域

で避難行動等において中心的な役割

を担う団体」につきましては，地域

によって様々な団体の役割分担等は

異なりますが，主には地域の自主防

災組織を想定しております。 
 今後，自主防災組織をはじめとし

た地域団体との協議を進めつつ，よ

り多くの団体に御協力いただけるよ

う，取組を進めてまいります。 
自主防災会にも名簿を渡してほしい。 

提供先について，町内会を軸とし

て，町内会長や自主防災委員とすべ

き。守秘義務を遵守する事を原則とし

て，日常生活においても顔が見える関

係を構築しておく事が重要であり，そ

の信頼関係を基に，災害時等には一緒

に避難できる体制づくりが必要だと思

う。 

 これまで独自の取組により，地域

にお住いの要支援者を把握いただい

ていた自主防災組織等の団体につい

て，今後は「条例名簿」を活用する

ことにより，これまで把握できてい

なかった要支援者を把握いただける

ようになります。御意見のとおり，

平常時から御活用いただくことで，
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災害時の避難支援，安否確認等に繋

げていただきたいと考えています。 
 

３ 新たに制定を予定している条例の内容（案） 

意見の要旨 京都市の考え方 
 大変，良いと思う。  令和４年度以降，新たな条例に基

づく名簿が提供できるよう，引き続

き，取組を進めてまいります。 
 条例の内容は時流を掴んだ，極め

てよい動きと考える。 

 地域コミュニティの希薄化が進む

中，避難支援等関係者に対して，行

政はどこまでのことを支援している

のか。学区や地域事情は昔から住ん

でいる方もいれば新興住宅等でまだ

付き合いの浅い方々で町内をつくっ

ているところもある。毎年役員を交

代する町内や自主防災会に「名簿を

渡すので，自助・共助の考えでお互

い助け合ってください。」といってで

きるものなのか。理想は理解できて

も，日々の生活に追われ，自分の生

活を守ることで精一杯かと思う。公

助の転嫁だと思われないよう，しっ

かりとした仕組みの説明をお願いし

たい。 

 御意見のとおり，自助・共助・公

助体制が確立・維持されていること

が理想的な一方で，昨今の地域コミ

ュニティの希薄化等の状況を受け，

災害に備えた一つの手段として，今

回新たな条例の制定を進めておりま

す。本名簿については，実際の活用

事例や個人情報の取扱いをまとめた

「手引き」を作成し，取組の指針と

していただくよう，公助の取組を進

めてまいります。 

 名簿の登載者を増やすというの

は，求められる施策の全体の一部に

過ぎない。地域が名簿を活用するた

めのハードルを見極め支援していく

ことが重要。そうした部分に踏み込

まない今回の条例改正案では，十分

な政策効果は期待できない。 

 個人情報の取扱い，守秘義務につ

きましては，これまでからの取組で

ある「見守り名簿」の提供団体への

対応と同様に，協定書を締結し，遵

守すべき事項を周知・徹底します。 
 頂いた御意見を参考に，名簿提供

団体等と連携を図りながら，今回の

条例制定の目的の達成に向けて，検

討を進めてまいります。 
（１）目的 

 良いと思う。非常時に名簿を確認

するところからだと何も動けない。 
 御意見のとおり，実際の災害発生

時に，名簿を活用し，迅速な避難支

援に繋げるためには，平常時から，

一人でも多くの方の情報を地域で共

 災害発生時に，突然要支援者名簿

を提供されても，速やかな避難行動
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を実施することは困難で，個人情報

の取り扱いは十二分に留意すること

を前提とし，平常時から要支援者情

報を的確に把握し，災害被害を最小

限に防止できる効果的な名簿活用が

可能となるよう期待する。 

有いただくことが必要だと考えてい

ます。 
 新たな条例の制定に向けて，引き

続き，取組を進めてまいります。 
  

 ひとり暮らし要支援者が増加する

中，誰がサポートできるかが課題だ

と思う。災害時には名簿以外の人も

含め，日頃からより身近な近隣の人

に避難を依頼できる仕組みが必要で

はないか。 
 条例をつくり，名簿を配布したこ

とで行政の役割を果たしたかのよう

な見せかけの条例は不要。現実逃避

せず現状を把握し，要支援者を災害

から助けられる仕組みを構築すべ

き。 

 公助としての行政の支援について

は，地域の活動支援，災害発生時に

どのような行動をするか誘導するこ

とや災害対策意識を高めることが重

要であると考えております。 
 引き続き，今回の条例制定をはじ

めとする，災害に備えた取組を進め

てまいります。 
 ＡＩ時代となり社会は大きく変化

しつつあり，名簿作成自体は簡単に

出来るが，その基となる情報収集や

活用は本当に難しくなっていると感

じる。 

 御意見のとおり，社会情勢の変化

に伴い，個人情報の取扱いも厳格化

されており，地域活動を推進するう

えで難しさはありますが，今回制定

しようとする名簿が，地域での活動

を補完するものとなるよう，取組を

進めてまいります。 
（２）定義 

 「避難行動要支援者」の「定義」に，本

人の意向を追加してほしい。本人の意向

があり，かつ，同意を得たうえで，情報を

共有しておくことは，すばらしいことだと

考える。 

 実際の災害発生時に，名簿を活用

し，迅速な避難支援に繋げるために

は，平常時から，一人でも多くの方

の情報を地域で共有いただくことが

必要だと考えており，より多くの方

に積極的に同意いただけるよう，分

かりやすい周知に努めてまいりま

す。 
（３）避難行動要支援者名簿の作成 

 平時からこの様な名簿の提供先を

増やす必要はないし，増やすべきでは

 頂いた御意見を参考にしながら，

名簿に掲載する事項について，検
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ない。名簿を広く渡して，みんなで助

け合おうという考えなのかもしれな

いが，あまりにも無責任である。それ

は，責任転嫁でしかない。情報を広げ

るほど，管理もずさんになる。災害時

の協力体制を構築しておき，どこが何

をするのかを明確にする方が，行動し

やすい。 
 名簿記載項目が多過ぎることも，

公開同意に躊躇する原因となってい

るのではないか。公開内容は，協定

で限定されるなら，必要最小限の情

報の方が公開同意を取りやすい。 

討・精査を進めてまいります。 
 また，名簿の提供につきまして

は，実際の災害発生時に，名簿を活

用し，迅速な避難支援に繋げること

ができるよう，平常時から，より多

くの方の情報を地域で共有いただく

という条例の主旨を実現できるよ

う，同意者，名簿提供団体をはじめ

とする多くの方に御理解いただき，

御賛同いただけるよう，丁寧な説明

を続けてまいります。 

（４）避難行動要支援者名簿情報の提供 

 希望しない方も必要な情報を行政や

関係機関，個人に提供できないか。提

供がないために救われなかった，という

のが一番つらい。 

 本市においては，平成２０年９月

から名簿を作成し，各区役所・支所

及び消防局等の行政で全ての対象者

を掲載した名簿を共有し，災害時に

各避難所協議会に提供する体制をす

でに整備しております。 
 今回制定しようとする新たな条例

においては，平常時から地域の避難

支援等関係者に名簿を提供できる仕

組みを構築し，本人のプライバシー

に配慮するために，個人情報の提供

に係る意思確認を行い，提供の拒否

の申出があった方を除く名簿を提供

できるようにすることを目的とし，

取組を進めております。 

 条例に基づく要支援者名簿を活用して

活動される団体をどれだけ増やせるかが

大切。 

 少しでも多くの地域団体等に条例

の主旨に御賛同いただけるよう，丁

寧な説明に努めてまいります。 

（５）活用等 

 自主防災会会長へ提供しても，それが

各町内レベルで活用されなければ意味

がない。名簿をコピーして渡すことはで

きないので，どのような活用方法なら認

 御意見のとおり，活用方法を分か

りやすくお知らせすすることが大切

であると考えており，名簿情報を提

供して終わることなく，地域の状況
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められるのか，市民にわかりやすいマニ

ュアルが必要。 

に応じた活用に繋げていただくため

にも，実際の活用事例や個人情報の

取扱いをまとめた「手引き」を作成

し，取組の指針としていただくよ

う，検討してまいります。  
（６）名簿情報の取扱いに関する協定 

 条例案に賛成。しかし，地域団体と要

支援者の間でトラブルがないよう，協定

締結の際にしっかりと守秘義務や活用

方法について説明することが大切だと考

える。 

 新たな条例に基づく名簿の提供に

当たっては，提供する際に本市と提

供団体との間で協定を締結し，個人

情報の取扱いについて遵守すべき事

項を周知・徹底してまいります。 
 学区全体の責任者は自主防災会会長

になると思うが，町内会長（自主防災部

長）が町内の責任者であり町内会長に

情報提供しなければ機能しない。協定

は自主防災会会長との間で結ばれると

いうことか。 

 頂いた御意見及び関係団体等から

の御意見を参考にしながら，協定の

締結及び情報の管理に関する具体化

を進めてまいります。 

（７）名簿情報の漏えい防止のための措置 

 情報漏えい防止のための適切な措置

が一番大事である。京都市への信頼を

失墜させるようなことにはならないよう期

待する。 

 頂いた御意見を参考に，協定書の締

結をはじめ，個人情報の適正な管理に

努めてまいります。 

 多くの方の情報を地域や社会福祉の

関係者と共有することになるため，徹底

した名簿の管理が大切だということを関

係者の皆様と共有してほしい。 

 災害時の救助・緊急避難の為の名簿

作成であれば，良いと思う。ただし，昨今

の犯罪対象として情報漏洩の注意が特

に必要な方の名簿になると考えられるた

め，しっかりしたセキュリティ対策の説明

と共に同意を得て進めていただきたい。 

（８）利用及び提供の制限 

 個人情報の収集は該当する個人にプ

ラスになるものでなければならないのは

言うまでもない。今回，災害避難時の十

分な活用を目的として従来の方法と異な

り「個人情報提供に係る意思確認を行っ

  頂いた御意見を参考に，新たな条例

に基づく名簿が，同意者及び提供団体

の双方にとって有益なものとなるよう，引

き続き，検討を進めてまいります。 
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た上で，拒否を申し出た方以外の名簿

の提供が可能」と変更されるのは，有効

な情報がスムーズに伝えられる事につな

がり，とても良い事だと思う。 

 個人情報の漏洩をはじめ名簿情報が

不適切に取り扱われた場合，どのように

対応しようとしているかも，名簿を提供す

る団体に対して，よく説明しておく必要が

ある。 

 これまで「見守り名簿」を提供している

団体に加え，今回の条例により追加する

地域で避難行動等において中心的な役

割を担う団体についても，今回の名簿提

供の主旨・目的や個人情報の取扱い・

守秘義務等の遵守事項を丁寧に説明し

てまいります。 

（９）守秘義務 

 自主防災会の活動において当該情報

の開示の意義は大きく現状の要支援者

の把握に与える貢献度は高い。早急に

実現して欲しい。守秘義務に関する規

定，契約が必要だと考える。 

 新たな条例に基づく名簿の提供に当

たり，すべての名簿提供団体と協定を締

結し，個人情報の取扱いや守秘義務に

ついて遵守すべき事項を周知・徹底して

まいります。 

 名簿の目的外使用等により被害が生じ

た場合の罰則規定を定めて欲しい。 

 地域の避難支援等関係者について

は，善意に基づき避難支援や平常時の

見守り活動を実施いただいております。

このため，過度な心理的負担により名簿

の提供を拒否されたり，活動を自粛され

たりすることのないよう，罰則は設けない

こととしております。 

 一方で，規定した個人情報の取扱い

に違反し，故意又は重大な過失によって

名簿が適正に管理されないことにより被

害が生じた場合は，名簿の返還を命じ，

損害賠償責任を問うこともありえると考え

ています。 

 協定書等で守秘義務を担保するとは

いえ，何の公的位置づけもなく，場合に

よっては毎年人が変わるような法人格の

ない任意団体（若しくはその代表）に名

簿を貸与するというのは相当リスクが大き

いと考えられる。 

 利用方法によっては，市民は自分の大

切な個人情報がどう扱われているのか，

 頂いた御意見を参考に，今回の条例

の主旨や目的に加え，名簿提供団体に

遵守いただくべきことも，しっかりと周知

徹底を図ってまいります。 
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京都市に対して大きな不信感を持たれ

るのではないか。 

 

４ その他 

意見の要旨 京都市の考え方 
 避難行動要支援者と同居していな

い親族（高齢の親と別居している子

など）をはじめ，対象者に留まらな

い幅広い層の市民が制度を理解する

ことが必要であり，条例制定後数年

で形骸化しないよう，市民啓発，周

知に取り組む必要がある。 

 御意見のとおり，名簿の制度につ

いて，継続して周知を図ることが大

切だと考えています。今回の条例制

定の主旨である，平常時から，より

多くの方の情報を地域で共有いただ

き，実際の災害発生時に，名簿を活

用し，迅速な避難支援に繋げること

ができるよう，取組を進めてまいり

ます。 
こういう制度や仕組みがあること

をもっと周知して欲しい。活動をし

ていく上でも認知されていた方がよ

い。 
名簿の活用について，自主防災会

や自治会は密接な間柄である。自治

会・町内会離れが進む中，加入促進

に名簿に使われないかと危惧してい

る。災害時に加入・未加入関係な

く，みなが同一に生命の尊さを認識

し，助け合う必要がある。名簿を見

ながら，この人は町内会に入るとい

った名簿の使われ方がされないよう

取扱いのルール化をお願いする。 

 平常時の名簿の活用については，

普段の見守り・関係づくりをはじ

め，避難支援に必要な範囲で活用い

ただくこととしております。今回の

条例の主旨を目的に加え，名簿提供

団体に遵守いただくべきこともしっ

かりと周知を図ってまいります。 

要支援者の受け入れ先避難所（福

祉避難所等）の整備，拡充も重要で

ある。要支援者ごとの受け入れ先避

難所，また，誰が主体となって支援

するのかも予め決めておく必要があ

ると思う。 

 御意見のとおり，名簿の提供や地

域での共有だけでなく，要支援者の

避難先の充実が重要であると考えて

おり，関係機関と連携し，拡充に努

めてまいります。また，本市は令和

元年度からモデル的に単身の重度障

害者を対象とした個別避難計画の作

成に取り組んでおります。今後，こ

の取組を拡充することを検討してお

り，支援者等については個別避難計

画を作成する中で検討していきたい

と考えています。 

これを機会に，災害にとどまら

ず，その人の年齢や障害に特化した

個別の情報提供が進むよう，医療・

福祉関係者等と連携・協力する施策

の実施を強く要望する。 

 


